
令和５年度なごや環境マネジメントシステム（N-EMS）運用状況報告

 
１ N-EMS の概要 

区 分 内   容 

目 的 
市自らが率先して環境に配慮した行動を実践し、環境への負荷の低減や環境
保全・再生を図るため策定した名古屋市役所環境行動計画で掲げる目標の進
行管理を適切かつ効果的に運用する。 

適用範囲 原則として、市が直接実施している事務・事業 
管理項目 温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、環境への配慮活動 

 
２ 名古屋市役所環境行動計画 2030 の改定（令和 6 年 6 月） 
（１）改定の背景・趣旨 
  これまで平成 30 年 3 月に策定した「名古屋市役所環境行動計画 2030」に基づき環境

に配慮した行動を実践してきたが、「第 4 次名古屋市環境基本計画」の改定や地球温暖化
を巡る動向などを踏まえ、取り組みの強化をはかるべく内容や目標の見直しを行い、「名
古屋市環境行動計画 2030（改定版）」として、令和 6 年 6 月に改定を行った。 

 
（２）本報告書の実績値・目標値 

 令和 6 年 3 月に策定した「名古屋市地球温暖化対策実行計画 2030」に合わせて、温室
効果ガス排出量、最終エネルギー消費量について、対象施設や算出方法等の集計方法の
変更を行った（一般事務事業、ごみ処理事業）。 

本報告書では、過去の実績値についても新たな集計方法による数値を記載したことか
ら、過去の報告書と実績値は異なっている（p8、9 参照）。 

  また、令和 12 年度（目標年度）の目標値については、改定後の数値を記載した。 
 
３ 令和５年度の主な運用状況 
（１）温室効果ガス排出量の実績 

令和５年度の温室効果ガス排出量は 73.7 万トンで、基準年度比 8.2％の減少、前年度
比 0.4％の減少となった。 

基準年度及び前年度と比べて温室効果ガス排出量が減少した要因には、省エネ型設備
の導入等各局における省エネの取り組みの推進が挙げられる。 

（単位：万 t-CO2） 

※ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(目標年度) 基準年度比 
一般事務事業 20.0 16.6 16.4 △17.8％ △56％ 

市バス・地下鉄事 16.8 14.4 13.9  △16.9％  △43％ 
上下水道事業 18.5 14.8 16.1 △12.9％ △40％ 
ごみ処理事業 25.0 28.2 27.2 8.7％ △30％ 

合 計 80.3 74.0 73.7 △8.2％ △42％ 
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（２）最終エネルギー消費量の実績 
令和 5 年度の最終エネルギー消費量は 8,818 千 GJ で、基準年度比 16.5％の減少、前

年度比 14％の減少となった。 
基準年度と比べて最終エネルギー消費量が減少した要因には、各所属における省エネ

の取組や発電量及び売電量の増加などに加え、エネルギー換算係数の変化が挙げられる。 
 

               （単位：千 GJ） 

※１ エネルギー使用量には、公用車の使用に伴い排出されるもの及び PFI 施設から排出されるもの
を含み、省エネ法及び温対法の範囲とは異なる。 

※２ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 
※３ 令和 5 年度の数値は省エネ法施行規則の改正を加味した。 

 
（３）用紙類使用量の実績 

令和 5 年度の用紙類使用量は 2,024 トンで、基準年度比 1.8％の増加となった。 
基準年度と比べて用紙類使用量が増加した要因には、全戸配布物の印刷や人口（世帯

数）増による広報物等の増加が挙げられる。 
（単位：t） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(目標年度) 基準年度比 
一般事務事業 4,010 3,683 3,266 △18.6% 

 
市バス・地下鉄事業 3,056 2,865 2,543 △16.8% 

上下水道事業 2,675 2,713 2,392 △10.6% 
ごみ処理事業 823 990 617 △25.1% 

合 計 10,564 10,251 8,818 △16.5% △28% 

区 分 令和４年度 
(基準年度) 令和 5 年度  令和 12 年度 

（目標年度） 基準年度比 
用紙類 1,988 2,024 1.8％ △16％ 

内
訳 

印刷物 1,434 1,503 4.8％ △5％ 
コピー用紙 554 521 △5.9% △43% 
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（４）環境への配慮活動 
N-EMS では、温室効果ガス排出量及び最終エネルギー消費量のほか、環境への配慮活

動も管理項目として定めている。令和 5 年度の結果は以下のとおりであった。 

区 分 令和 4 年度実績 
（基準年度） 令和 5 年度実績 令和 12 年度 

（目標年度） 
電動車の導入割合 15.7％ 30.0％ 100％ 
大気汚染の管理    

 NOx 排出量 107ｔ 
（令和 3 年度） 

167ｔ 
（令和 4 年度） できる限り削減 

水質汚濁の管理    

 
COD 9,420kg/日 9,395kg/日 

できる限り削減 窒素 12,630kg/日 12,259kg/日 
リン 643kg/日 633kg/日 

古紙の資源化率 94.5％ 95.4％ できる限り増加 
厨房を有する施設等におけ
る生ごみ資源化率 84.9％ 90.7％ できる限り増加 

非グリーン購入件数 426件 643 件 できる限り削減 

緑化の推進 14箇所 
9.8ha 

27 箇所 
9.1ha 緑化面積の確保 

雨水流出の抑制 75件 
 3,149.9m3 

66 件 
1,949.1m3 

雨水の貯留 
浸透量の確保 

LED 照明の導入割合 31.2％ 36.2％ 100％ 
太陽光発電設備の設置割合 38.6％ 38.4％ 50％ 
再生可能エネルギー電力の
導入割合 25.0％ 32.2％ 60％ 

業務用ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等からの
フロン類漏えい量 866.6t-CO₂ 1,838.3t-CO₂ できる限り削減 

※1 「緑化の推進」には「各年度の本市建築物の緑化地域制度申請実績」を、「雨水流出の抑制」に
は「各年度の本市公共施設雨水流出抑制実績」をそれぞれ記載した。（いずれも単年度実績） 

※2 「太陽光発電設備の設置割合」は太陽光発電設備を設置可能な建物における設置割合を記載し
た。 

※3 「再生可能エネルギー電力の導入割合」は政府実行計画に準ずる本市施設（事務所等）におけ
る導入割合を記載した。 
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図１．温室効果ガス排出量の推移 
 

 

 

    

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図３ 最終エネルギー消費量の推移 
 

図２．最終エネルギー消費量の推移 
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表１ 最終エネルギー消費量実績の局室区別の内訳          （単位：GJ） 

区 分 平成 25 年度実績 
(基準年度) 

令和 4 年度 
実績 

令和 5 年度 
実績 基準年度比 前年度比 

防災危機管理局 2,867 1,050 1,736 △39.4% 65.3% 
市 長 室 93 48 36 △61.5% △24.5% 
総 務 局 156,540 138,878 121,312 △22.5% △12.6% 
財 政 局 9,489 7,839 6,158 △35.1% △21.4% 

スポーツ市民局 374,314 338,472 315,638 △15.7% △6.7% 
経 済 局 367,659 306,787 285,693 △22.3% △6.9% 

観光文化交流局 317,962 302,768 289,517 △8.9% △4.4% 
環 境 局 823,407 989,572 617,056 △25.1% △37.6% 
健康福祉局 346,934 389,249 308,686 △11.0% △20.7% 

子ども青少年局 116,820 98,744 86,463 △26.0% △12.4% 
住宅都市局 168,967 117,666 86,863 △48.6% △26.2% 
緑政土木局 912,282 618,388 539,546 △40.9% △12.7% 
市会事務局 93 63 40 △57.0% △36.7% 
教育委員会 954,028 1,086,522 988,487 3.6% △9.0% 
消 防 局 89,769 89,826 80,993 △9.8% △9.8% 
上下水道局 2,674,754 2,713,383 2,392,215 △10.6% △11.8% 
交 通 局 3,055,986 2,865,242 2,542,695 △16.8% △11.3% 
千 種 区 9,772 10,206 4,920 △49.6% △51.8% 

東 区 7,442 7,678 6,057 △18.6% △21.1% 
北 区 12,530 12,561 9,666 △22.9% △23.0% 
西 区 15,214 14,516 12,936 △15.0% △10.9% 

中 村 区 11,085 11,950 10,828 △2.3% △9.4% 
中 区 16,447 14,719 11,418 △30.6% △22.4% 

昭 和 区 11,827 9,530 8,163 △31.0% △14.3% 
瑞 穂 区 10,019 9,980 8,782 △12.3% △12.0% 
熱 田 区 10,752 11,705 9,759 △9.2% △16.6% 
中 川 区 13,300 12,312 10,653 △19.9% △13.5% 

港 区 12,213 12,440 10,292 △15.7% △17.3% 
南 区 14,104 12,800 11,448 △18.8% △10.6% 

守 山 区 11,798 11,932 9,383 △20.5% △21.4% 
緑 区 14,923 14,346 13,834 △7.3% △3.6% 

名 東 区 9,426 9,998 8,102 △14.0% △19.0% 
天 白 区 10,870 9,993 8,135 △25.2% △18.6% 

合 計 10,563,685 10,251,162 8,817,509 △16.5% △14.0% 
※１ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 
※２ 市役所庁舎の使用量は、庁舎管理を行っている総務局に一括して計上した。 
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 表 2-1 用紙類（印刷物）使用量の局室区別の内訳          （単位：t） 

区 分 令和 4 年度実績 
(基準年度) 

令和 5 年度 
実績 基準年度比 

会 計 室 2 2 11.8% 
防災危機管理局 13 24 77.6% 

市 長 室 703 706 0.5% 
総 務 局 10 23 143.2% 
財 政 局 44 42 △3.4% 

スポーツ市民局 12 18 50.9% 
経 済 局 1 1 △12.4% 

観光文化交流局 7 11 51.0% 
環 境 局 103 41 △60.5% 
健康福祉局 255 253 △1.0% 

子ども青少年局 40 36 △8.3% 
住宅都市局 6 21 220.5% 
緑政土木局 6 5 △15.7% 
市会事務局 97 101 4.1% 
監査事務局 0 0 0.9% 
人事委員会 2 2 △4.7% 

選挙管理委員会 3 2 △34.5% 
教育委員会 35 103 191.4% 
消 防 局 14 23 58.4% 
上下水道局 26 29 9.0% 
交 通 局 47 50 6.4% 
千 種 区 1 2 195.5% 

東 区 2 2 45.9% 
北 区 0 0 △7.3% 
西 区 0 0 △1.0% 

中 村 区 1 0 △63.6% 
中 区 0 0 91.6% 

昭 和 区 0 1 330.6% 
瑞 穂 区 0 1 117.4% 
熱 田 区 1 2 49.3% 
中 川 区 1 1 △20.2% 

港 区 0 0 △39.4% 
南 区 0 0 1037.5% 

守 山 区 0 0 94.0% 
緑 区 0 0 △7.5% 

名 東 区 0 0 117.1% 
天 白 区 1 1 51.1% 

合 計 1434 1503 4.8% 
※ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。  
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表 2-2 用紙類（コピー用紙）使用量の局室区別の内訳         （単位：t） 

区 分 令和 4 年度実績 
(基準年度) 

令和 5 年度 
実績 基準年度比 

会 計 室 1 1 △1.4% 
防災危機管理局 4 5 17.8% 

市 長 室 2 2 25.3% 
総 務 局 10 13 30.8% 
財 政 局 49 47 △4.5% 

スポーツ市民局 11 11 △0.5% 
経 済 局 6 5 △16.6% 

観光文化交流局 8 6 △29.3% 
環 境 局 13 13 3.2% 
健康福祉局 52 49 △5.9% 

子ども青少年局 27 29 6.1% 
住宅都市局 24 22 △6.9% 
緑政土木局 28 27 △3.1% 
市会事務局 3 2 △14.7% 
監査事務局 1 1 △6.5% 
人事委員会 1 1 0.6% 

選挙管理委員会 1 0 △64.0% 
教育委員会 41 39 △4.8% 
消 防 局 36 34 △4.6% 
上下水道局 51 46 △11.1% 
交 通 局 29 26 △8.8% 
千 種 区 10 9 △13.7% 

東 区 8 7 △11.0% 
北 区 14 12 △11.8% 
西 区 9 7 △20.0% 

中 村 区 10 11 11.7% 
中 区 9 9 △0.7% 

昭 和 区 7 7 △4.5% 
瑞 穂 区 6 7 7.6% 
熱 田 区 8 8 △3.1% 
中 川 区 11 10 △9.4% 

港 区 10 9 △7.7% 
南 区 11 9 △17.1% 

守 山 区 13 9 △28.5% 
緑 区 13 11 △16.7% 

名 東 区 10 10 △5.7% 
天 白 区 9 9 △2.3% 

合 計 554 521 △5.9% 
※ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 
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（参考）実績集計方法の変更（温室効果ガス排出量、最終エネルギー消費量） 
 令和 6 年 3 月に策定した「名古屋市地球温暖化対策実行計画 2030」では、「地方公共団
体実行計画策定・実施マニュアル」（環境省）に基づき、本市の一般事務事業、ごみ処理
事業の実績値の集計方法の変更を行っており、令和 6 年 6 月に改定した「名古屋市環境行
動計画 2030（改訂版）」においても、同様の取り扱いとしている。   

区 分 変更内容 

一般事務事業 
・環境省マニュアルにおいて、温室効果ガス総排出量の算定対象とできる範囲

として、「屋外照明の電気の使用に伴う排出」などが示されたため、本市の
対象施設に道路施設及び公園施設を追加した。 

ごみ処理事業 

・環境省マニュアルに基づき、対象施設に環境局管理の公衆便所を追加した。 
・一般廃棄物中の廃プラスチック類の焼却量算出は水分を含まない乾重量で行

うこととした。 
・廃プラスチック類として「合成繊維の廃プラスチック類」及び「合成繊維を

除く廃プラスチック類」を対象とした。 

すべての区分 

・最終エネルギー使用量について、非化石燃料由来（廃棄物発電、太陽光発電
等）の売電量に相当するエネルギー量を差し引いたものを使用量としていた
が、改定後の計画では差し引かないこととした。 

・省エネ法改正に合わせて、太陽光発電の施設使用量（自家消費分）をエネル
ギー使用量に加算することとした。 

 
温室効果ガス排出量実績（CO2 換算値） 
 

名古屋市環境行動計画 2030（平成 30 年 3 月策定）        （単位：万 t-CO2） 

※ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 
  
 
名古屋市環境行動計画 2030（改定版）（令和 6 年 6 月改定）【再掲】 （単位：万 t-CO2） 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(旧目標) 基準年度比 
一般事務事業 16.3 14.6 14.5 △10.8% △39％ 

市バス・地下鉄事業 16.8 14.4 13.9  △16.9%  △26％ 
上下水道事業 18.5 14.8 16.1 △12.9% △23％ 
ごみ処理事業 28.8 30.8 29.9 3.9% △15％ 

合 計 80.4 74.6 74.5 △7.3% △24％ 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(新目標) 基準年度比 
一般事務事業 20.0 16.6 16.4 △17.8％ △56％ 

市バス・地下鉄事業 16.8 14.4 13.9  △16.9％  △43％ 
上下水道事業 18.5 14.8 16.1 △12.9％ △40％ 
ごみ処理事業 25.0 28.2 27.2 8.7％ △30％ 

合 計 80.3 74.0 73.7 △8.2％ △42％ 
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最終エネルギー消費量 
 
名古屋市環境行動計画 2030（平成 30 年 3 月策定）         （単位：千 GJ） 

※１ エネルギー使用量から非化石燃料由来（廃棄物発電、太陽光発電等）の売電量に相当するエネ
ルギー量を差し引いたものを最終エネルギー消費量とする。 

※２ エネルギー使用量には、公用車の使用に伴い排出されるもの及び PFI 施設から排出されるもの
を含み、省エネ法及び温対法の範囲とは異なる。 

※３ 単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。 
※４ ごみ処理事業の実績値は、売電によるエネルギー量が使用量を上回るためマイナス表記となる。 
※５ 令和 5 年度の数値は省エネ法施行規則の改正を加味した。 
 
 

 
名古屋市環境行動計画 2030（改定版）（令和 6 年 6 月改定）【再掲】   （単位：千 GJ） 

 
 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(目標) 基準年度比 
一般事務事業 3,298 3,239 2,888 △12.4％  

市バス・地下鉄事業 3,056 2,865 2,543 △16.8％  
上下水道事業 2,675 2,713 2,392 △10.6％  
ごみ処理事業 △257 △1,024 △971 △277.8％  

合 計 8,772 7,793 6,853 △21.9％ △20% 

区 分 平成 25 年度 
(基準年度) 令和 4 年度 令和 5 年度  令和 12 年度 

(目標) 基準年度比 
一般事務事業 4,010 3,683 3,266 △18.6% 

 
市バス・地下鉄事業 3,056 2,865 2,543 △16.8% 

上下水道事業 2,675 2,713 2,392 △10.6% 
ごみ処理事業 823 990 617 △25.1% 

合 計 10,564 10,251 8,818 △16.5% △28% 



令和５年度なごや環境マネジメントシステム（N-EMS）運用状況報告





[bookmark: _Toc54959601][bookmark: _Toc57727058][bookmark: _Toc86151195][bookmark: _Toc87889904][bookmark: _Toc120279929][bookmark: _Toc147856739]

１　N-EMSの概要

		区　分

		内　　　容



		目　的

		市自らが率先して環境に配慮した行動を実践し、環境への負荷の低減や環境保全・再生を図るため策定した名古屋市役所環境行動計画で掲げる目標の進行管理を適切かつ効果的に運用する。



		適用範囲

		原則として、市が直接実施している事務・事業



		管理項目

		温室効果ガス排出量、エネルギー使用量、環境への配慮活動







２　名古屋市役所環境行動計画2030の改定（令和6年6月）

（1） 改定の背景・趣旨

　　これまで平成30 年3月に策定した「名古屋市役所環境行動計画2030」に基づき環境に配慮した行動を実践してきたが、「第4次名古屋市環境基本計画」の改定や地球温暖化を巡る動向などを踏まえ、取り組みの強化をはかるべく内容や目標の見直しを行い、「名古屋市環境行動計画2030（改定版）」として、令和6年6月に改定を行った。



（2） 本報告書の実績値・目標値

　令和6年3月に策定した「名古屋市地球温暖化対策実行計画2030」に合わせて、温室効果ガス排出量、最終エネルギー消費量について、対象施設や算出方法等の集計方法の変更を行った（一般事務事業、ごみ処理事業）。

本報告書では、過去の実績値についても新たな集計方法による数値を記載したことから、過去の報告書と実績値は異なっている（p8、9参照）。

　　また、令和12年度（目標年度）の目標値については、改定後の数値を記載した。



３　令和５年度の主な運用状況

（１）温室効果ガス排出量の実績

令和５年度の温室効果ガス排出量は73.7万トンで、基準年度比8.2％の減少、前年度比0.4％の減少となった。

基準年度及び前年度と比べて温室効果ガス排出量が減少した要因には、省エネ型設備の導入等各局における省エネの取り組みの推進が挙げられる。

（単位：万t-CO2）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(目標年度)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		20.0

		16.6

		16.4

		△17.8％

		△56％



		市バス・地下鉄事業

		16.8

		14.4

		13.9

		 △16.9％  

		△43％



		上下水道事業

		18.5

		14.8

		16.1

		△12.9％

		△40％



		ごみ処理事業

		25.0

		28.2

		27.2

		8.7％

		△30％



		合　計

		80.3

		74.0

		73.7 

		△8.2％

		△42％





※　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。

（２）最終エネルギー消費量の実績

令和5年度の最終エネルギー消費量は8,818千GJで、基準年度比16.5％の減少、前年度比14％の減少となった。

基準年度と比べて最終エネルギー消費量が減少した要因には、各所属における省エネの取組や発電量及び売電量の増加などに加え、エネルギー換算係数の変化が挙げられる。



　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千GJ）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(目標年度)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		4,010 

		3,683 

		3,266 

		△18.6%

		



		市バス・地下鉄事業

		3,056 

		2,865 

		2,543 

		△16.8%

		



		上下水道事業

		2,675 

		2,713 

		2,392 

		△10.6%

		



		ごみ処理事業

		823 

		990 

		617 

		△25.1%

		



		合　計

		10,564 

		10,251 

		8,818 

		△16.5%

		△28%





※１　エネルギー使用量には、公用車の使用に伴い排出されるもの及びPFI施設から排出されるものを含み、省エネ法及び温対法の範囲とは異なる。

※２　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。

※３　令和5年度の数値は省エネ法施行規則の改正を加味した。



（３）用紙類使用量の実績

令和5年度の用紙類使用量は2,024トンで、基準年度比1.8％の増加となった。

基準年度と比べて用紙類使用量が増加した要因には、全戸配布物の印刷や人口（世帯数）増による広報物等の増加が挙げられる。

（単位：t）

		区　分

		令和４年度

(基準年度)

		令和5年度

		

		令和12年度

（目標年度）



		

		

		

		基準年度比

		



		用紙類

		1,988

		2,024

		1.8％

		△16％



		内訳

		印刷物

		1,434

		1,503

		4.8％

		△5％



		

		コピー用紙

		554

		521

		△5.9%

		△43%

































（４）環境への配慮活動

N-EMSでは、温室効果ガス排出量及び最終エネルギー消費量のほか、環境への配慮活動も管理項目として定めている。令和5年度の結果は以下のとおりであった。

		区　分

		令和4年度実績

（基準年度）

		令和5年度実績

		令和12年度

（目標年度）



		電動車の導入割合

		15.7％

		30.0％

		100％



		大気汚染の管理

		

		

		



		

		NOx排出量

		107ｔ

（令和3年度）

		167ｔ

（令和4年度）

		できる限り削減



		水質汚濁の管理

		

		

		



		

		COD

		9,420kg/日

		9,395kg/日

		できる限り削減



		

		窒素

		12,630kg/日

		12,259kg/日

		



		

		リン

		643kg/日

		633kg/日

		



		古紙の資源化率

		94.5％

		95.4％

		できる限り増加



		厨房を有する施設等における生ごみ資源化率

		84.9％

		90.7％

		できる限り増加



		非グリーン購入件数

		426件

		643件

		できる限り削減



		緑化の推進

		14箇所

9.8ha

		27箇所

9.1ha

		緑化面積の確保



		雨水流出の抑制

		75件

 3,149.9m3

		66件

1,949.1m3

		雨水の貯留

浸透量の確保



		LED照明の導入割合

		31.2％

		36.2％

		100％



		太陽光発電設備の設置割合

		38.6％

		38.4％

		50％



		再生可能エネルギー電力の導入割合

		25.0％

		32.2％

		60％



		業務用ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ等からのフロン類漏えい量

		866.6t-CO₂

		1,838.3t-CO₂

		できる限り削減





※1 「緑化の推進」には「各年度の本市建築物の緑化地域制度申請実績」を、「雨水流出の抑制」には「各年度の本市公共施設雨水流出抑制実績」をそれぞれ記載した。（いずれも単年度実績）

※2 「太陽光発電設備の設置割合」は太陽光発電設備を設置可能な建物における設置割合を記載した。

※3 「再生可能エネルギー電力の導入割合」は政府実行計画に準ずる本市施設（事務所等）における導入割合を記載した。

















４　排出量等の推移



(万t-CO2)



一般事務事業  　　　市バス・地下鉄事業　 　　上下水道事業　 　　ごみ処理事業







△42％



























(年度)



（基準年度）

（目標年度）[image: ]





図１．温室効果ガス排出量の推移





一般事務事業  　　　市バス・地下鉄事業　 　　上下水道事業　 　　ごみ処理事業

(千GJ)

（基準年度）

（目標年度）

△28％



			

		

	

















	



(年度)



図３　最終エネルギー消費量の推移



図２．最終エネルギー消費量の推移



表１　最終エネルギー消費量実績の局室区別の内訳　　　　　　　　　　（単位：GJ）

		区　分

		平成25年度実績

(基準年度)

		令和4年度

実績

		令和5年度



		

		

		

		実績

		基準年度比

		前年度比



		防災危機管理局

		2,867 

		1,050 

		1,736 

		△39.4% 

		65.3% 



		市　長　室

		93 

		48 

		36 

		△61.5% 

		△24.5% 



		総　務　局

		156,540 

		138,878 

		121,312 

		△22.5% 

		△12.6% 



		財　政　局

		9,489 

		7,839 

		6,158 

		△35.1% 

		△21.4% 



		スポーツ市民局

		374,314 

		338,472 

		315,638 

		△15.7% 

		△6.7% 



		経　済　局

		367,659 

		306,787 

		285,693 

		△22.3% 

		△6.9% 



		観光文化交流局

		317,962 

		302,768 

		289,517 

		△8.9% 

		△4.4% 



		環　境　局

		823,407 

		989,572 

		617,056 

		△25.1% 

		△37.6% 



		健康福祉局

		346,934 

		389,249 

		308,686 

		△11.0% 

		△20.7% 



		子ども青少年局

		116,820 

		98,744 

		86,463 

		△26.0% 

		△12.4% 



		住宅都市局

		168,967 

		117,666 

		86,863 

		△48.6% 

		△26.2% 



		緑政土木局

		912,282 

		618,388 

		539,546 

		△40.9% 

		△12.7% 



		市会事務局

		93 

		63 

		40 

		△57.0% 

		△36.7% 



		教育委員会

		954,028 

		1,086,522 

		988,487 

		3.6% 

		△9.0% 



		消　防　局

		89,769 

		89,826 

		80,993 

		△9.8% 

		△9.8% 



		上下水道局

		2,674,754 

		2,713,383 

		2,392,215 

		△10.6% 

		△11.8% 



		交　通　局

		3,055,986 

		2,865,242 

		2,542,695 

		△16.8% 

		△11.3% 



		千　種　区

		9,772 

		10,206 

		4,920 

		△49.6% 

		△51.8% 



		東　区

		7,442 

		7,678 

		6,057 

		△18.6% 

		△21.1% 



		北　区

		12,530 

		12,561 

		9,666 

		△22.9% 

		△23.0% 



		西　区

		15,214 

		14,516 

		12,936 

		△15.0% 

		△10.9% 



		中　村　区

		11,085 

		11,950 

		10,828 

		△2.3% 

		△9.4% 



		中　区

		16,447 

		14,719 

		11,418 

		△30.6% 

		△22.4% 



		昭　和　区

		11,827 

		9,530 

		8,163 

		△31.0% 

		△14.3% 



		瑞　穂　区

		10,019 

		9,980 

		8,782 

		△12.3% 

		△12.0% 



		熱　田　区

		10,752 

		11,705 

		9,759 

		△9.2% 

		△16.6% 



		中　川　区

		13,300 

		12,312 

		10,653 

		△19.9% 

		△13.5% 



		港　区

		12,213 

		12,440 

		10,292 

		△15.7% 

		△17.3% 



		南　区

		14,104 

		12,800 

		11,448 

		△18.8% 

		△10.6% 



		守　山　区

		11,798 

		11,932 

		9,383 

		△20.5% 

		△21.4% 



		緑　区

		14,923 

		14,346 

		13,834 

		△7.3% 

		△3.6% 



		名　東　区

		9,426 

		9,998 

		8,102 

		△14.0% 

		△19.0% 



		天　白　区

		10,870 

		9,993 

		8,135 

		△25.2% 

		△18.6% 



		合　計

		10,563,685 

		10,251,162 

		8,817,509 

		△16.5% 

		△14.0% 





※１　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。

※２　市役所庁舎の使用量は、庁舎管理を行っている総務局に一括して計上した。





　表2-1　用紙類（印刷物）使用量の局室区別の内訳　　　　　　　　　　（単位：t）

		区　分

		令和4年度実績

(基準年度)

		令和5年度



		

		

		実績

		基準年度比



		会　計　室

		2 

		2 

		11.8%



		防災危機管理局

		13 

		24 

		77.6%



		市　長　室

		703 

		706 

		0.5%



		総　務　局

		10 

		23 

		143.2%



		財　政　局

		44 

		42 

		△3.4%



		スポーツ市民局

		12 

		18 

		50.9%



		経済局

		1 

		1 

		△12.4%



		観光文化交流局

		7 

		11 

		51.0%



		環　境　局

		103 

		41 

		△60.5%



		健康福祉局

		255 

		253 

		△1.0%



		子ども青少年局

		40 

		36 

		△8.3%



		住宅都市局

		6 

		21 

		220.5%



		緑政土木局

		6 

		5 

		△15.7%



		市会事務局

		97 

		101 

		4.1%



		監査事務局

		0 

		0 

		0.9%



		人事委員会

		2 

		2 

		△4.7%



		選挙管理委員会

		3 

		2 

		△34.5%



		教育委員会

		35 

		103 

		191.4%



		消　防　局

		14 

		23 

		58.4%



		上下水道局

		26 

		29 

		9.0%



		交　通　局

		47 

		50 

		6.4%



		千　種　区

		1 

		2 

		195.5%



		東　区

		2 

		2 

		45.9%



		北　区

		0 

		0 

		△7.3%



		西　区

		0 

		0 

		△1.0%



		中　村　区

		1 

		0 

		△63.6%



		中　区

		0 

		0 

		91.6%



		昭　和　区

		0 

		1 

		330.6%



		瑞　穂　区

		0 

		1 

		117.4%



		熱　田　区

		1 

		2 

		49.3%



		中　川　区

		1 

		1 

		△20.2%



		港　区

		0 

		0 

		△39.4%



		南　区

		0 

		0 

		1037.5%



		守　山　区

		0 

		0 

		94.0%



		緑　区

		0 

		0 

		△7.5%



		名　東　区

		0 

		0 

		117.1%



		天　白　区

		1 

		1 

		51.1%



		合　計

		1434 

		1503 

		4.8%





※　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。


表2-2　用紙類（コピー用紙）使用量の局室区別の内訳　　　　　　　　　（単位：t）

		区　分

		令和4年度実績

(基準年度)

		令和5年度



		

		

		実績

		基準年度比



		会　計　室

		1 

		1 

		△1.4%



		防災危機管理局

		4 

		5 

		17.8%



		市　長　室

		2 

		2 

		25.3%



		総　務　局

		10 

		13 

		30.8%



		財　政　局

		49 

		47 

		△4.5%



		スポーツ市民局

		11 

		11 

		△0.5%



		経済局

		6 

		5 

		△16.6%



		観光文化交流局

		8 

		6 

		△29.3%



		環　境　局

		13 

		13 

		3.2%



		健康福祉局

		52 

		49 

		△5.9%



		子ども青少年局

		27 

		29 

		6.1%



		住宅都市局

		24 

		22 

		△6.9%



		緑政土木局

		28 

		27 

		△3.1%



		市会事務局

		3 

		2 

		△14.7%



		監査事務局

		1 

		1 

		△6.5%



		人事委員会

		1 

		1 

		0.6%



		選挙管理委員会

		1 

		0 

		△64.0%



		教育委員会

		41 

		39 

		△4.8%



		消　防　局

		36 

		34 

		△4.6%



		上下水道局

		51 

		46 

		△11.1%



		交　通　局

		29 

		26 

		△8.8%



		千　種　区

		10 

		9 

		△13.7%



		東　区

		8 

		7 

		△11.0%



		北　区

		14 

		12 

		△11.8%



		西　区

		9 

		7 

		△20.0%



		中　村　区

		10 

		11 

		11.7%



		中　区

		9 

		9 

		△0.7%



		昭　和　区

		7 

		7 

		△4.5%



		瑞　穂　区

		6 

		7 

		7.6%



		熱　田　区

		8 

		8 

		△3.1%



		中　川　区

		11 

		10 

		△9.4%



		港　区

		10 

		9 

		△7.7%



		南　区

		11 

		9 

		△17.1%



		守　山　区

		13 

		9 

		△28.5%



		緑　区

		13 

		11 

		△16.7%



		名　東　区

		10 

		10 

		△5.7%



		天　白　区

		9 

		9 

		△2.3%



		合　計

		554 

		521 

		△5.9%





※　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。





（参考）実績集計方法の変更（温室効果ガス排出量、最終エネルギー消費量）

　令和6年3月に策定した「名古屋市地球温暖化対策実行計画2030」では、「地方公共団体実行計画策定・実施マニュアル」（環境省）に基づき、本市の一般事務事業、ごみ処理事業の実績値の集計方法の変更を行っており、令和6年6月に改定した「名古屋市環境行動計画2030（改訂版）」においても、同様の取り扱いとしている。　　

		区　分

		変更内容



		一般事務事業

		・環境省マニュアルにおいて、温室効果ガス総排出量の算定対象とできる範囲として、「屋外照明の電気の使用に伴う排出」などが示されたため、本市の対象施設に道路施設及び公園施設を追加した。



		ごみ処理事業

		・環境省マニュアルに基づき、対象施設に環境局管理の公衆便所を追加した。

・一般廃棄物中の廃プラスチック類の焼却量算出は水分を含まない乾重量で行うこととした。

・廃プラスチック類として「合成繊維の廃プラスチック類」及び「合成繊維を除く廃プラスチック類」を対象とした。



		すべての区分

		・最終エネルギー使用量について、非化石燃料由来（廃棄物発電、太陽光発電等）の売電量に相当するエネルギー量を差し引いたものを使用量としていたが、改定後の計画では差し引かないこととした。

・省エネ法改正に合わせて、太陽光発電の施設使用量（自家消費分）をエネルギー使用量に加算することとした。







温室効果ガス排出量実績（CO2換算値）



名古屋市環境行動計画2030（平成30年3月策定）　　　　　　　 （単位：万t-CO2）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(旧目標)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		16.3

		14.6

		14.5

		△10.8%

		△39％



		市バス・地下鉄事業

		16.8

		14.4

		13.9

		 △16.9%  

		△26％



		上下水道事業

		18.5

		14.8

		16.1

		△12.9%

		△23％



		ごみ処理事業

		28.8

		30.8

		29.9

		3.9%

		△15％



		合　計

		80.4

		74.6

		74.5 

		△7.3%

		△24％





※　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。

	



名古屋市環境行動計画2030（改定版）（令和6年6月改定）【再掲】 （単位：万t-CO2）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(新目標)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		20.0

		16.6

		16.4

		△17.8％

		△56％



		市バス・地下鉄事業

		16.8

		14.4

		13.9

		 △16.9％  

		△43％



		上下水道事業

		18.5

		14.8

		16.1

		△12.9％

		△40％



		ごみ処理事業

		25.0

		28.2

		27.2

		8.7％

		△30％



		合　計

		80.3

		74.0

		73.7 

		△8.2％

		△42％





最終エネルギー消費量



名古屋市環境行動計画2030（平成30年3月策定）　　　　　　　　　（単位：千GJ）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(目標)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		3,298

		3,239

		2,888

		△12.4％

		



		市バス・地下鉄事業

		3,056

		2,865

		2,543

		△16.8％

		



		上下水道事業

		2,675

		2,713

		2,392

		△10.6％

		



		ごみ処理事業

		△257

		△1,024

		△971

		△277.8％

		



		合　計

		8,772

		7,793

		6,853

		△21.9％

		△20%





※１　エネルギー使用量から非化石燃料由来（廃棄物発電、太陽光発電等）の売電量に相当するエネルギー量を差し引いたものを最終エネルギー消費量とする。

※２　エネルギー使用量には、公用車の使用に伴い排出されるもの及びPFI施設から排出されるものを含み、省エネ法及び温対法の範囲とは異なる。

※３　単位以下四捨五入のため、合計等が一致しない場合がある。

※４　ごみ処理事業の実績値は、売電によるエネルギー量が使用量を上回るためマイナス表記となる。

※５　令和5年度の数値は省エネ法施行規則の改正を加味した。







名古屋市環境行動計画2030（改定版）（令和6年6月改定）【再掲】　  （単位：千GJ）

		区　分

		平成25年度

(基準年度)

		令和4年度

		令和5年度

		

		令和12年度

(目標)



		

		

		

		

		基準年度比

		



		一般事務事業

		4,010 

		3,683 

		3,266 

		△18.6%

		



		市バス・地下鉄事業

		3,056 

		2,865 

		2,543 

		△16.8%

		



		上下水道事業

		2,675 

		2,713 

		2,392 

		△10.6%

		



		ごみ処理事業

		823 

		990 

		617 

		△25.1%

		



		合　計

		10,564 

		10,251 

		8,818 

		△16.5%

		△28%









ごみ処理事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	令和12	25.009465544539758	22.350351409921352	23.655365097696158	22.796319978711249	25.058909537354605	24.747281051145329	25.75630698485821	30.745843050024764	27.983568947052508	28.220153798359881	27.179954393180115	17.5	上下水道事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	令和12	18.514177224831002	17.820110013094592	17.590361004174099	18.205856008884982	17.890220200825656	17.63520898649001	17.316911505821984	16.701626436171242	16.13568012249468	14.762333794513092	16.121920645086206	11	市バス・地下鉄事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	令和12	16.782369236006968	16.561055108919621	16.313626901170021	15.941836018950877	15.808173599963897	15.536323187369938	14.967187617687921	13.940354399314666	13.427085269979944	14.438295114612512	13.945812754653591	9.5	一般事務事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	令和12	19.954892352159135	19.089859837565758	19.118621813147726	19.226754945775344	18.835521126567166	18.281550898121878	16.460375284958001	15.636452406577277	16.233616668937657	16.562622740052884	16.412256505996631	8.6999999999999993	





平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	令和12	80.260904357536873	75.821376369501323	76.677974816187998	76.170766952322452	77.592824464711313	76.200364123127159	74.500781393326122	77.024276292087947	73.779951008464792	73.98340544753836	73.659944298916542	46.8	





ごみ処理事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	823.39400718628053	790.11943997467051	832.08996810620101	857.17056003240236	838.7517258222249	735.71770539523106	771.22154386072032	1181.665882377649	1061.8210254894577	989.57206869382537	617.0556446737819	上下水道事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	2674.7538574742684	2550.6396414080036	2540.1867725681595	2560.742385168292	2573.7253880092912	2540.0260476125732	2560.7316851438609	2697.0904076888696	2761.1655138228348	2713.383275649162	2392.2154942189813	市バス・地下鉄事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	3055.9857796339993	3029.1169780432001	3051.2896293390204	3021.0860619857003	2996.6786542847999	2973.6581326719001	2942.5684472053003	2849.8206271928761	2856.8318422567531	2865.2418374069007	2542.6948354788001	一般事務事業	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	4009.5377515441205	3912.7059427462013	3865.1330577220897	3982.4920985502758	4007.2320499422885	3800.9129303902714	3518.8821980603489	3416.9275686534047	3643.9275923705345	3682.9650750635155	3265.5427294610636	7637	

平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	10563.671395838668	10282.582002172077	10288.699427735472	10421.491105736672	10416.387818058605	10050.314816069975	9793.4038742702305	10145.504485912799	10323.745973939578	10251.162256813404	8817.5087038326255	7637	平成25	26	27	28	29	30	令和元	2	3	4	5	6	12	
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